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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
衝突面（２４）を有する頭部（２２）と、
前記頭部から延び且つ長手軸（３９）を有する柄（３８）と、
前記柄の少なくとも一部を包囲する把持部材（４２）と、
を有するハンマー用具において、
該柄と該把持部材との間に少なくとも１つのキャビティが形成されており、該キャビティ
は、前記把持部材（４２）の長手方向の間において最小厚さを有し且つ該中間から長手方
向のいずれかの方向に離れるにしたがって増加する厚さを有する、ハンマー用具。
【請求項２】
前記キャビティが圧縮可能物質（４６）を含む請求項１に記載のハンマー用具。
【請求項３】
柄の端部に配設された剛性で、非ピボット性の台じり（８０）をさらに有する請求項１ま
たは２に記載のハンマー用具。
【請求項４】
前記把持部材（４２）がさらに上端を有し、かつ弾性物質が該上端の上に配設され且つ該
上端に近接した柄の部分の上に配設されている請求項１～３のいずれか１項に記載のハン
マー用具。
【請求項５】
上記キャビティが環状もしくは半環状キャビティであり、かつハンマー用具が把持部材と
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柄との間に配設された内部部材をさらに有し、該内部部材が前記柄を包囲して、内部部材
と把持部材との間の環状キャビティを形成している請求項１～４のいずれか１項に記載の
ハンマー用具。
【請求項６】
該柄と該把持部材との間に、２つのキャビティを含む、請求項１～５のいずれか１項に記
載のハンマー用具。
【請求項７】
前記２つのキャビティが、前記把持部材（４２）の長手方向の中間から互いに反対の長手
方向に離れるにしたがって、夫々、増加する厚さを有する、請求項６に記載のハンマー用
具。
【請求項８】
ハンマー用具が使用の間、把持部材（４２）上のどこかで把持されている時に、該ハンマ
ー用具の打撃中心が衝突面（２４）に一致する、請求項１～７のいずれか１項に記載のハ
ンマー用具。
【請求項９】
衝突面（２４）を有する頭部（２２）と、
前記頭部から延び且つ長手軸（３９）を有する柄（３８）と、
前記柄の少なくとも一部を包囲する把持部材（４２）と、
柄の端部に配設された台じり（８０）と、
を有するハンマー用具において、
該柄と該把持部材との間であって該柄の上側に１つの半環状キャビティが形成されており
、該キャビティは、前記柄の端部において最小厚さを有し且つ該端部から長手方向に離れ
るにしたがって増加する厚さを有する、ハンマー用具。
【請求項１０】
目的物に接触する衝突面（２４）と、
前記衝突面から延びる伸長部材（３８）であって、長手軸（３９）を含み且つ末端部で終
端する、伸長部材と、
前記伸長部材上の部分に配設された把持部材（４２）と
を含む、目的物に衝撃を与えるための打撃用具であって、
該伸長部材と該把持部材との間に少なくとも１つのキャビティが形成されており、該キャ
ビティは、前記把持部材（４２）の長手方向の中間において最小厚さを有し且つ該中間か
ら長手方向のいずれかの方向に離れるにしたがって増加する厚さを有する、
打撃用具。
【請求項１１】
前記把持部材（４２）が、前記伸長部材（３８）の少なくとも一部を包囲するシース（４
４）を含み、前記シースの少なくとも一部と前記伸長部材との間にキャビティが形成され
、そしてさらに該キャビティ内には圧縮可能物質（４６）が配設され、前記シースは、用
具を使用する間、前記伸長部材の長手軸に関してピボット運動をする、請求項１０に記載
の打撃用具。
【請求項１２】
力が加えられる場所であるところの、前記伸長部材（３８）のより小さな領域が、用具の
使用の間、把持部材の中心よりも前記伸長部材の端部（４０）により近い、請求項１０又
は１１に記載の打撃用具。
【請求項１３】
前記把持部材（４２）が、可撓性物質を含む請求項１０～１２のいずれか１項に記載の打
撃用具。
【請求項１４】
前記把持部材（４２）が、用具の使用の間、衝撃力が該打撃用具によって加えられる際に
曲がり得る硬質の外表面を含み、該把持部材の外表面が圧縮可能な内表面と組み合わされ
た請求項１０～１３のいずれか１項に記載の打撃用具。
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【請求項１５】
該柄と該把持部材との間に、２つのキャビティを含む、請求項１０～１４のいずれか１項
に記載の打撃用具。
【請求項１６】
該キャビティが空気で満たされている請求項１０～１５のいずれか１項に記載の打撃用具
。
【請求項１７】
該キャビティが環状もしくは半環状キャビティである、請求項１０～１６のいずれか１項
に記載の打撃用具。
【請求項１８】
前記２つのキャビティが、前記把持部材（４２）の長手方向の中間から互いに反対の長手
方向に離れるにしたがって、夫々、増加する厚さを有する、請求項１５～１７のいずれか
１項に記載の打撃用具。
【発明の詳細な説明】
本発明の背景
１．本発明の属する技術分野
本発明は、一般的に、例えばくぎ抜きハンマー、ボールペインハンマー、斧、ハチェット
ハンマー、鍛冶屋ハンマー、その他類似の打撃用具を含み、そしてまたクロッケー用ラケ
ット、バドミントンラケット、テニスラケット、ラケットボール用ラケット、ゴルフクラ
ブ、野球用バット、ソフトボール用バット、クリケット用バット、ホッケー用スティック
、その他類似のリクリエーション用具をも含む、打撃用具に関する。本発明の一つの実施
態様は、改良された質量分布を有する打撃用具に関する。他の実施態様は、より限定され
た領域上に手を当てる焦点としての握り部を含む打撃用具に関する。さらに他の実施態様
は、衝撃および振動を減衰および／または低減するような握り部を有する打撃用具に関す
る。これらの実施態様は、この打撃用具により形成される最大打撃力を増大させる作用、
および／または打撃用具の使用者が受ける衝撃／振動を低減あるいは減衰させる作用を、
個別にあるいは組み合わせて発揮することになろう。
２．従来技術の開示
図１は、ハンマー頭部１２およびこの頭部から伸びている柄１４を備えた従来のハンマー
10を示すものである。頭部の一端は使用している間打撃力を発生する衝突面１８で終端し
ている。実際のピボット点１６は、使用する間ハンマーが手で旋回または回転せしめられ
る柄の上に存在する。ハンマー類は、通常、使用する間使用者の片手または両手で握られ
、そしてハンマーは限定された幅（すなわち、手）の領域を中心として旋回せしめられる
ので、ピボット点１６は、実際には点状ピボットよりも広い拡大されたピボット（すなわ
ち、ピボット領域）となる。それにもかかわらず、拡大されたピボット領域の中心は、一
般にピボット点16となる。ハンマーが手で握られた際、ピボット点１６は、手の中指の中
心に近い柄（Shank）に沿った点に近い部分に置かれることになろう。明らかなように、
ピボット点１６は柄１４を手で握る位置に応じて変化する。
衝突面１８の中心は、図１に示すように、ピボット点１６から鉛直間隔ｄだけ離れている
。打撃中心はピボット点１６から間隔ｂだけ離れている。打撃中心は柄１４に直交する方
向に打撃力を加える点であり、したがって柄１４がこの点に沿って、柄の長手軸に直交す
る方向に最小の力（実際の動作において）であるいは力を加えることなく（理想的状態に
おいて）、旋回する。打撃中心は質量中心（重心）と同じである必要が無いことは留意さ
れるべきである。多くの目的において、打撃中心は質量中心とは等しくない。
旋回径は実際のピボット点から間隔ｋだけ離れている。旋回径ｋは、実際のピボット点か
ら、実際のピボット点に関してハンマーの旋回慣性を変えることなくハンマー質量が集中
している位置までの間隔である。この旋回径および打撃中心の位置は、実際のピボット中
心およびハンマー手段の質量中心、の両者に対応する。慣性のモーメントＩ、旋回径ｋ、
およびハンマー手段の質量ｍは、式：Ｉ＝m・K2によって関係付けられる。ハンマーの質
量中心は、ピボット点１６から鉛直間隔ｈに位置付けられる。
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“理想ピボット点”は、本出願の目的に応じて以下のように限定される。すなわち、間隔
ｂは、K2をｈで除したもの（すなわち、K2／ｈ）に等しいものと信じられている。このよ
うに“理想ピボット点”は、ｂが式ｂ＝K2／ｈで計算された場合、ｄに等しくなる。換言
すれば、打撃用具の理想ピボット点は、打撃面の中心に一致する打撃中心であるピボット
点である。多くの場合、“理想ピボット点”２０は、打撃が伸長部材に直交する方向に作
用する位置（すなわち、伸長部材（柄）の上）に存在し、したがって、伸長部材がこの点
に沿って旋回することになり、この点に関して伸長部材の長手軸に直交する反作用力は生
じない。
従来の打撃用具（すなわち、ハンマー類）は、典型的使用者によって把持される際に理想
ピボット点がピボット１６に一致しない傾向がある。したがって、通常の使用の間打撃中
心は、従来の打撃用具（すなわち、ハンマー）の打撃面の中心とは一致せず、打撃用具（
ハンマー）の使用が非効率かつ使い心地の良くないものとなる傾向がある。使用者が感じ
る振動量は、実際のピボット点と理想ピボット点との問の鉛直間隔の増加に応じて増加す
る傾向にある。最も多くのハンマーにおいては、例えば、理想ピボット点は、実際のピボ
ット点から頭部１２の方向に変移している傾向がある。その重量が１～２ポンドのハンマ
ーにとっては、理想ピボット点は、しばしば実際のピボット点から約0.3ｃｍないし3.0ｃ
ｍ離れている．
打撃用具を使用している間、手の位置が少なくとも図１に示したハンマー柄の端部（柄尻
）１７の最も近くまたは少なくとも近くの位置でハンマーを握るのが望ましいとされてい
る。端部近くでハンマーを握ることによって、ハンマーが柄の頭部に近い位置で握られた
場合よりも比較的少ない努力で目的物を打撃することができる。もしもハンマーが通常の
ハンマーの理想ピボット点で握られたとすると、手と衝突面との間の”モーメント長さ”
が短くなり、ハンマーが十分に使用されないことになる。
改良された打撃用具にあっては大きな打撃力を与えることができる上、用具の使用者に与
えられる振動および衝撃が低減されることが望ましい。
ＵＳ特許第4,870,868号は、対象物と部材の間の衝突点が部材の所定位置において反応が
生ずるような検知装置を開示している。
ＶａｕｇｈａｎのＵＳ特許第5,289,742号は、鋼鉄製ハンマー頭部を通して発生する振動
を減衰させる、クロー（くぎ抜き）ハンマーの衝撃吸収手段を開示している。
ＺｉｍｍｏｒｍａｎのＵＳ特許5,375,487号は、流動可能な慣性物体を部分的に満たした
環状体を備えたかけや（Maul）頭部を開示するものである。
ＨｒｅｈａのＵＳ特許第5,259,274号は、手使用工具のための内部補強体を被覆した把持
部を開示している。
ＳｉｍｓのＵＳ特許第5,362,046号は、対象物に打撃を与える用具の小口部に配設された
振動減衰手段を開示している。
上述の各ＵＳ特許は、ここに先行技術として開示している。
本発明の概要
本発明によれば、打撃用具は従来技術にかかる通常の打撃用具における上述のような欠点
を一般的に除去または低減するものである。
本発明の実施態様は、頭部および頭部から伸びている柄を含むハンマー打撃用具に関する
。頭部は、使用の間目的物に対して打撃を加えるに適する衝突面を有する。柄は、頭部の
反対側で終端しており、そして端部近くに把持部領域が含まれることが望ましい。打撃用
具を通じての質量分布は、ハンマー用具が使用される間把持部領域が握られる際に用具の
打撃中心が衝突面と一致する。衝突点は、衝突面の中心に配置されることが好適であり、
そして打撃中心が好ましくは使用の間衝突点に一致する。
本発明の他の実施態様は、目的物に対して打撃を配分するための衝突面を含む打撃用具に
関する。柄または伸長部材は、頭部から発しそして実質的に長手軸に沿って伸びている。
打撃用具は、好ましくは、柄の一部を実質的に包囲するシース（鞘）を含んでいる。加圧
可能物体を含む空洞（キャビティ）は柄とシースとの間に設けられることが好ましい。目
的物が衝突面によって打撃されるとき、柄は加圧可能物体の部分を加圧し、シースが柄の



(5) JP 4041167 B2 2008.1.30

10

20

30

40

50

長手軸に関して回転することを許容する。シースは、打撃用具が使用されない間柄の長手
軸に対して実質的に平行な軸に沿っている。
理想ピボット点は、通常は柄のある部分に位置付けられる。用具の使用の間、把持部材（
すなわち、シース）の旋回は、把持部材の軸が柄の長手軸に対してある角度を形成するこ
とになる。把持部材の旋回は、ピボット点が理想ピボット点における頂点とし10度以下で
ある角度を形成する。把持部分の旋回は、目的物に分散される衝撃を増加することが望ま
しくそして使用者に伝えられる振動および衝撃を低減することが望ましい。加圧可能な物
体は、振動力を減衰させることが望ましく、さらに使用者の感じる振動を低減させる。把
持部材の旋回は、衝撃モーメントにおいて連続的に手の回転運動を許容し、ハンマー用具
から使用者に加わる回転反力、ショック、およびストレスを低減する。
把持部分は、圧縮可能物体を収容する実質上環状の空洞（キャビティ）を形成するために
柄を包囲している。環状キャビティは、円形または非円形の断面を有している。内部部材
は、加圧可能物体と柄との間に配設される。内部部材は、部材とシースとの間に環状キャ
ビティを形成するように柄を包囲していることが望ましい。キャビティの厚みは、柄の長
さによって変化する。キャビティの厚みは、理想ピボット点に密接することが好ましく、
そしてピボット点からの間隔が増加するように柄に沿って増大せしめられる。把持部材ま
たはシースは、理想ピボット点またはその付近で柄自体に固着している。柄に沿った他の
点では、加圧可能物体は把持部材（すなわち、シース）と柄とを分離している。
加圧可能物体は、柄に関して支承されるシースを許容するために、柄の断面の周囲を完全
に包囲するように配設される。柄は、前方部と側方部とからなり、そしてシースはシース
の軸と柄の前方との間で約３～７度、好ましくは５度の角を形成するように柄の前方に支
承される。シースは、好ましくは、柄の側方に関して、シースの軸と柄の側方との間で約
５度の角度を形成するように柄の側方に支承される。
打撃用具は、比較的小形で１～３ポンド程度の質量を有する手作業用工具である。衝突面
および伸長部材は、金属、プラスチック、ポリカーボネート、グラファイト、木材、ファ
イバーグラス、その他の類似材料、またはこれらの組み合わせからなる。打撃用具、ハン
マーは、実質的に固体部を有し、旋回させることなく釘の引き抜きに適する構成が柄の端
部に配設されている。打撃用具は、ハンマー類（ボールペインハンマー、かけや、レンガ
用ハンマー、スケーリングハンマー、鍛冶屋ハンマー、ハチェット、斧、等）、リクリエ
ーション用具（例えば、クロッケー槌、ラケットボール用ラケット、バドミントンラケッ
ト、テニスラケット、ゴルフクラブ、ソフトボール用バット、野球用バット、ホッケー用
スティック等）、またはその他の手持ち用具のように通常人間のスイング動作によって目
的物に打撃を与えるものである。
本発明による第１の利点は、使用の間衝突面が打撃中心と一致する打撃用具が得られるこ
とである。
本発明による他の利点は、使用の間用具によって発生せしめられる衝撃力（例えばピーク
衝撃力）を上昇させるために理想ピボット点に関する旋回運動に適合する打撃用具が得ら
れることである。
本発明による他の利点は、用具から発生せしめられる総体衝撃力を上昇させるために、そ
の伸長部材を伸長することなしにその有効モーメント長さを増大させることのできる打撃
用具が得られることである。
本発明によるさらに他の利点は、用具から使用者に対して伝わる振動およびショックを低
減するために、理想ピボット点に関する旋回運動に適合する打撃用具が得られることであ
る。
本発明による他の利点は、用具の使用者によって経験される疲労を低減するような旋回形
打撃用具が得られることである。
本発明によるさらに他の利点は、握り部を介して使用者が感じる振動を低減することがで
きる握り部が得られることである。
本発明によるさらに他の利点は、用具によって使用者に加わる反作用力およびストレスを
低減することができ、したがって”テニスエルボ”のような衝撃性障害にみられる事故を
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低減することのできる打撃用具が得られることである。
【図面の簡単な説明】
本発明によって得られるさらに他の利点は、添付図に対応する以下の好適な実施例の詳細
な説明によって、当該技術の属する分野における通常の技術を有する、いわゆる当業者に
とってより明らかとなろう。
図１は、理想ピボット点から離隔した実際のピボット点を有する従来技術にかかるハンマ
ーを図示したものである。
図２は、従来技術にかかるハンマーの設計においてハンマーの質量中心を変化させる各種
改良点を図示したものである。
図３は、本発明にかかるピボットハンドルを有するハンマー用具を図示したものである。
図４は、本発明にしたがって構成されたピボットハンドルを図示したものである。
図５は、目的物を打撃する際に手から柄に伝達される作用力の状態を図示したものである
。
図６は、柄を部分的に包囲する加圧可能物体を収容するために適合するピボットハンドル
を図示したものである。
図７は、柄全体を包囲する加圧可能物体を収容するために適合するピボットハンドルを図
示したものである。
図８は、本発明に従って構成されたハンマー用具および従来技術にかかるハンマー用具に
おける打撃面から加わる力の時間変化を示すグラフである。
図９は、非対称性ピボットハンドルを備えたハンマー用具を図示したものである。
図10は、非対称性ピボットハンドルおよび柄端部付近に理想ピボット点を備えたハンマー
用具を図示したものである。
図１１は、本発明に従って構成されたピボットハンドルに適合するラケットを図示するも
のである。
図12は、図12におけるピボットハンドルのピボット位置を図示したものである。
図13は、手の拡張握り領域がより小さな有効握り領域となるように低減された打撃用具を
図示したものである。
図14は、ピンまたは類似手段を有する打撃用具を図示したものである。
図15は、把持部材の実施例を備えた打撃用具を図示したものである。
図16は、把持部材の他の実施例を備えた打撃用具を図示したものである。
図17は、把持部材内部に４つのキャビティを有する打撃用具を図示したものである。
図18は、把持部材内部に２つのキャビティを有する打撃用具を図示したものである。
図19は、把持部材内部に曲げられた伸長部材と２つのキャビティを有する打撃用具を図示
したものである。
図20は、把持部材内部に曲げられた伸長部材と１つのキャビティを有する打撃用具を図示
したものである。
図21は、実質上硬質表面を有する把持部を備えた把持部材内部に曲げられた伸長部材と２
つのキャビティを有する打撃用具を図示したものである。
本発明は、各種の実施例および変形例が可能であるが、これらの中で特定の代表例が実施
例として図示されそして詳細な説明により開示されている。しかしながら、添付図面およ
び詳細な説明は本発明をこれら内容に限定するものではないばかりか、その意図するとこ
ろは添付された請求の範囲に記載された本発明の精神および範囲に属する全ての変形例、
均等物および代替物を包含するものであることを理解すべきである。
好適な実施例の詳細な説明
図２は、くぎ抜きハンマーを図示するものである。このくぎ抜きハンマーは、柄14に握り
領域２１を含んでいる。この握り領域２１は柄端部１７に近い方が好ましい。握り領域に
おける柄の幅は、柄の部分に比して握り領域の外方へ向かって拡張されまたは低減されて
いる。握り領域は、柄の握りを容易にするために１またはそれ以上の凹部または曲がり部
を設けることができる。ハンマーの柄の端部１７または柄尻は、使用時に手から柄が滑る
ことを防止するため、柄の残余の部分よりも僅かに太く形成されている。握り領域は、柄
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尻から始まり、上方（すなわち、頭部１２の方向）に向かって約3.5インチから約4.5イン
チの間垂直方向に伸び、そしてさらに約3.8インチから約4.2インチの間垂直に伸びること
が望ましい。握り領域は、ハンマーの有効な使用において握られない部分において終端と
なることが望ましい。例えば、使用時にもしも柄が握り領域の上方で握られたとすると、
手とハンマー頭部との間のモーメント長さがハンマー動作の効率上必要な値よりも減少し
てしまう。”ハンマー動作の効率”とは、ハンマー重量を単位として使用者の手から伝え
られる衝撃または最大衝撃の量を考慮するものである。本明細書の開示を通じて、”手”
は、掌および手指を含むが親指は含まない。親指は、握り領域外で柄に接触し使用中に柄
が安定するように把持するものであることは理解されるべきである。
使用者によって体験される振動を低減するためならびに打撃用具によって与えられる最大
衝撃力を増大するために、打撃用具の質量が重要であることが見出されている。従来のハ
ンマーにおいて、握り部の重量は柄に向かう衝突面の下方に打撃中心となるようにされる
傾向があった。多くの場合、柄の重量と頭部重量との比が増大するに従って、打撃中心が
衝突面から離れる間隔は増大している。このように、同じピボット点を仮定すると、軽量
柄（例えば、木製）を備えたハンマーでは、鋼鉄、ファイバーグラス、グラファイトその
他類似材料による重量の大きい柄のハンマーに比して衝突面に近接する打撃中心を有する
傾向にある。ハンマーの質量中心の増大（すなわち、質量中心を柄端部から離隔しハンマ
ー頭部に接近せしめること）は、ハンマーの打撃中心を増大させる傾向がある。本発明の
実施例においては、打撃用具の質量は、使用中打撃中心が衝突面と一致するように、さら
に好ましくは、衝突面の中心に位置する衝突点と一致するように選ばれた質量分布となる
ように選定されている。
本発明の１つの実施例においては、衝突面１８の上方にあたる頭部１２の質量の配分を増
大させるために、衝突面を図２に示す位置に比して柄端部の方に向かうように低くするこ
とができる。衝突面を頭部本体２３に連結する首部２２は、柄に近い衝突面を形成するた
めに僅か下向き（すなわち、柄端部１７の方に）角度付けられまたは曲げられている。首
部２２が柄の長手軸３９に対して斜交しあるいは直交するとはいっても、衝突面は長手軸
３９に対して実質上平行となるように配位されていることが望ましい。衝突面は、衝突面
の中心に衝突点２４が位置付けられる。１つの実施例においては、衝突点２４と頭部１２
の頂上との垂直間隔（すなわち、長手軸３９における間隔）は、衝突点と頭部１２の底部
２５との間の垂直間隔に概略等しい。さらに他の実施例においては、くぎ抜き１５の端部
２６が衝突面の反対側へ頭部から曲がっているよりも多く、衝突面は柄の下端部１７の方
に向けて曲がっている。
一つの実施例においては、衝突面および／または首部の幅または直径は、ハンマー全体の
選択された質量を達成するために拡大または縮小されている。もしも、衝突面が頭部本体
２３に比して比較的高い部位にある場合には、打撃面および／または首部２２の寸法は、
ハンマーの質量中心を上昇させるために増大することになろう。１つの実施例においては
、首部２２は、衝突面の幅または直径にほぼ等しい幅または直径としている。これとは別
に、もしも衝突面および／または首部が頭部本体に対して比較的低く配位されている場合
には、衝突面および／または首部の寸法は、打撃中心の位置を変えるようにハンマーの質
量分布を調整するために低減される。
くぎ抜き１５の湾曲の割合は、所望のハンマーの質量分布および打撃中心の相対位置が得
られるように選定される。くぎ抜き１５の湾曲部は、くぎ抜き先端２６の端部が頭部の質
量中心の上方となるように設定される。１つの実施例において、くぎ抜きは湾曲しており
、柄の端部１７と頭部の下端２５との間の垂直間隔が、柄の端部１７とくぎ抜きの先端２
６の間の垂直間隔よりも小さくなるように構成される。くぎ抜きは、柄の端部１７と打撃
面１８との間の垂直間隔が、柄の端部１７と先端２６の間の垂直間隔よりも大きくなるよ
うに湾曲せしめられる。これとは別に、実質上まっすぐであることも可能である。
頭部のいずれかの部分の”三成分”を増大させることは、頭部１２の頂上に向かう質量の
再配分を招き、したがってハンマーの質量中心を上昇させる傾向がある。”三成分”は目
的物の上半分の幅の平均値と目的物の下半分の幅の平均値との比の平均となるように形成
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される。これに替えて、キャビティは効果的三成分を増大するためならびに打撃中心を所
望部位に移動させるように頭部に形成することができる。１つの実施例において、頭部の
全部３０の三成分は、頭部の前方が頭部の底部に最も接近するように増大することができ
る。１つの実施例において、頭部の頂上に接近する前方部２９と底部２５に近接する前方
部２７の比は、好ましくは少なくとも約１．５以上、さらに好ましくは少なくとも約２以
上、より好ましくは少なくとも約３以上、である。頭部の側部２８の三成分は、頭部の側
部が底部２５に極めて接近しているのと同様に増大することができる。他の実施例におい
て、衝突面は、頂部端が底部端よりも大きな幅となるように１．０よりも大きくなる。衝
突面は実質上台形状または三角形状である。
上述した開示の多くの組み合わせは、使用するために柄が握り領域で握られている際に、
打撃中心と衝突点が一致するようにハンマー全体の選択的分布が得られる。たとえば、柄
の長さが約１３インチである１６オンスハンマーでは、衝突点から約1.8インチおよび約1
.9インチの間の間隔において衝突面と柄尻との間に、ハンマーの質量中心が来るようにハ
ンマーの質量が選択される。また、ハンマー用具の質量中心は、頭部１２上の１点に配位
される。用具の質量中心と衝突面とのとの間の好ましい間隔が本発明の実施例の中で変化
することは理解されるべきである。好ましい間隔は、柄の長さ、頭部の形状、ハンマー用
具の重量、等を含む係数の数に対応する。
ここではくぎ抜きハンマーが図示されてはいるが、関連する手法は打撃中心と衝突面とを
一致させるように、打撃用具の質量中心および／または質量分布を選択的に設定しあるい
は変更（例えば、増加し低減する等）することにより適用することができる。好適な実施
例において打撃用具の質量分布は下記式を満たすように選ばれる。

ここに、ｄは、用具の衝突面上の衝突点と使用の間に用具のピボットとなる実際のピボッ
ト点との間の鉛直間隔（距離）、ｋは、用具の旋回の半径と実際のピボット点との間の鉛
直間隔、そしてｈは、実際のピボット点から用具の用具の質量中心までの間隔を表す（図
１参照）。
ここに使用される用語ならびに計算式は、”静的”状態において計算されたものである。
しかし、このような静的推論は動的状態に近いものであり、したがってこれらの演算は動
的状態においても実質上正確に適用可能であるものと信じられる。
比較的小形のハンマー用具における実際のピボット点１９は、実質上握り領域の中間、も
しも柄が握り領域内を手で完全に把持した際に、使用者の手の（ａ）中指の中間と、（ｂ
）柄に接触する中指と人指し指との間の相互作用域、の間の部分に接近している。１つの
実施例において、実際のピボット点１９は、柄の端部からの鉛直間隔が、好ましくは約2.
5インチと約3.5インチの間、さらに好ましくは約2.9インチから約3.4インチの間、そして
さらに好ましくは約3.0インチから約3.3インチの間に配置されることが望ましい。この間
隔ｄは、（ｋ2／ｈ）から少なくとも１０％、より好ましくは約５％、なおさらに好まし
くは約２％よりも少ない量異なることが好ましい。
打撃用具は、使用している間に感じる反作用が少ないかまたは実質上感じない位置を握り
領域内に含むことが望ましい。この点は、一般に理想ピボット点である。打撃用具は理想
ピボット点が実際のピボット点と一致するような質量分布を有することが望ましい。すな
わち、理想ピボット点は、用具の”効率的使用”の間に使用者の中指の一部が接触するよ
うに構成されることが好ましい。”効率的使用”は、柄が手と衝突面との間のモーメント
長さを十分に減ずる位置で把持されていて、衝撃伝達の効率が測定可能に低減されるよう
な拡張部が含まれない使用である。打撃用具が理想ピボット点と実際のピボット点とが一
致するように把持される際、打撃中心が衝突面と一致する。
衝突面と一致する打撃中心を有するハンマーによって得られる総体衝撃力は、同一重量を
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有する従来のハンマーによって発生せしめられるそれよりも大きくなる傾向があることが
見出された。加えて、衝突の特性時間は短縮されそして発生せしめられる最大衝撃力は、
同一重量および長さを有する従来のハンマーに比して、本発明にかかるハンマーで大きく
なる傾向がある。釘が目的物に打ち込まれるとき、得られるスレッショールド力は釘と対
象物との間における静摩擦に打ち勝って釘を対象物に打ち込むために必要なものである。
スレショールド力以下の力は釘を対象物に打ち込むために寄与しない。
図８は、それぞれ目的物に与えられる打撃力の時間変化を示す２つのオシロスコープ曲線
を図示したものである。低い最大ピークを示す曲線Ａは従来のハンマーＡによって目的物
に与えられる衝撃力の変化を示すものである。大きな最大ピークを表す曲線Ｂは衝突面が
打撃中心と一致するように選択された出力分布が配慮されているハンマーＢによって目的
物に与えられる衝撃力の変化を示すものである。両ハンマーは同じ重量で、両曲線はハン
マー間の慣性モーメントの差異は補正されている。ハンマーＢによって発生せしめられる
総衝撃力（すなわち、力曲線Ｂによって包囲される面積）は、ハンマーＡによって発生せ
しめられるそれよりも約２％大きくなっているにすぎないが、ハンマーＢによって発生せ
しめられるピーク（最大）衝撃力は、ハンマーＡによって発生せしめられるそれよりも約
１０％大きい。ハンマーＡによる力曲線Ａは、力がスレッショールド力よりも低い範囲で
、ハンマーＢのそれを超過している。スレッショールド力よりも小さい力は釘を打ち込む
には寄与しない傾向があるから、ハンマーＢによって伝達される”有効”衝撃力の総量は
、ハンマーＡによって伝達されるそれよりもスレッショールド力に応じて少なくとも２％
と１０％との間で大きくなる傾向がある。このような数値は、本発明の実施例によって達
成されるであろうピーク衝撃力を図示したにすぎないものであることは理解されるべきで
ある。衝突の際に発生するピーク衝撃力の上昇の状態は本発明の実施例においても異なる
ものである。
たとえハンマー用具が、理想ピボット点に関して打撃中心と衝突点とを一致させるべく把
持されるように設計されていても、使用者は使用中大きな振動を受けることが経験されて
いる。典型的な手は3.5インチから4.5インチの間の幅を有するから、単一の点のみでハン
マー用具を握ることは不可能である。手はピボット点よりも広がっているため、使用の間
、手の大部分を理想ピボット点に配置することはできない。
ピボットハンドル（ピボット式握り部）は、手と打撃用具との間が点状ピボットに近接す
る構成が得られることが見出された。かかるピボットハンドルは、打撃用具の打撃中心が
衝突面と一致するように質量分布が選択された上述の実施例と好適に組み合わせて使用す
ることができる。このピボットハンドルは、好ましくは柄に固着されており、すなわち理
想ピボット点に近接している。衝突面が目的に接触する際に理想ピボット点において、横
向きの振動（すなわち、柄から延長された伸長部の長手軸と直交する振動）が使用者によ
って感じられない。これは、横向きの振動は”AC”トルク（すなわち、対称振動トルク）
と考えられるためである。ピボットハンドルは手および柄に理想ピボット点のみに接触し
、したがって使用者によって体験される典型的振動および衝撃が低減される。衝撃は、振
動力に比して”DC”トルク（すなわち、大きな非対称振動トルク）であると考えられる。
使用者によって通常体験される衝撃は、”一次旋回平面”（すなわち、用具のスイングア
ークによって限定される平面）におけるピボットハンドルの旋回動作によって好適に低減
される。使用者によって体験される振動は、柄の長手軸に直交する方向における握り部の
旋回によって好適に低減される。本発明にかかるピボットハンドルは、ハンマー用具の衝
撃または振動を除去することはできないと信じられている。使用者とハンマー用具との間
の接続が理想ピボット点上またはその近くで行なわれることによって、使用者が体験する
ショックおよび振動が好適に低減される。また、打撃用具のショックおよび振動を除去す
ることは、使用の間比較的大きな衝撃力を発生する打撃用具を形成する意図に反するもの
と信じられている。
従来のハンマーは、使用者が受けるショックおよび振動に対抗するために比較的強固に把
持しなければならない。長時間にわたりこのように強固にハンマーを把持し続けることは
、使用者に対して疲労といわゆる”テニスエルボ”症候群に陥らせる原因となる肘への振
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動伝達の両現象を生ずる傾向がある。本発明にかかるピボットハンドルを使用することに
よるショックおよび振動の低減は、ハンマー用具の使用の間比較的緩やかな握りを可能と
し、使用者が感じる疲労および反復ストレス障害を低減することになる。
ピボットハンドルの実施例は、衝突面から目的物に与えられる最大（打撃）力および総体
衝撃力を増大せしめることを開示している。
ピボットハンドルを備えた打撃用具の実施例が図３に図示されている。ハンマー３１は、
面または衝突面３４およびくぎ抜き３６を備えた頭部３２を含んでいる。くぎ抜き３６は
、打ち込まれている釘を引き抜くために使用される。図３にはくぎ抜きハンマーが図示さ
れてはいるが、本発明にかかるピボットハンドルはその他多くのハンマー様の各種用具（
例えば、ボールペインハンマー、かけや、レンガ用ハンマー、スケーリングハンマー、鍛
冶屋ハンマー、斧、ハチェット、等）、およびその他打撃用具（例えば、クロッケー槌、
ラケットボール用ラケット、バドミントンラケット、テニスラケット、ゴルフクラブ、野
球用バット、ソフトボール用バット、クリケット用バット、ホッケースティック等）、等
に適用可能であることは理解されるべきである。柄３８は、頭部から軸３９に沿って伸び
ており柄尻４０で終端している。柄は、木製、金属（例えば鋼）、グラファイト、ファイ
バーグラス、硬質プラスチック、ポリカーボネート、その他金属、さらにはこれらの組み
合わせ等を含むことができる。ピボットハンドル４２は、用具の柄の握り部領域に少なく
とも部分的に属する選択された位置に設けることが好ましい。
ピボットハンドル４２の実施例が図４に示されている。このハンドルは、ハンマー類やリ
クリエーション用具類を含む打撃用具に適用可能である。ハンドルは、柄38の少なくとも
一部を包囲する外部シース４４を含むことが好ましく、またシースが柄を完全に包囲する
ことが望ましい。このシースは、比較的硬質で実質上非圧縮性の材質から構成することが
できる。キャビティ（空洞）は、柄とシースとの間に形成され、このキャビティには好ま
しくは圧縮可能物質４６が配設される。圧縮可能物質は、ショック減衰対であることが好
ましく、そして発泡体（例えば、閉鎖セル発泡体）または類似物質が適している。ピボッ
トハンドルは柄と圧縮可能物質との間に配設される内部部材４８を含み、したがって、圧
縮可能物質はシースの内面と内部物質との間に介在せしめられ、ピボットハンドル４２が
柄の表面上を滑動することを許容する。その他の実施例においては、シースと柄の間に形
成されるキャビティが圧縮可能物質を含まず、圧縮または非圧縮のガス（例えば、空気）
で満たされる。
シースと柄の間に形成されるキャビティは、柄の長さにしたがって変化する厚さを有する
ことが望ましい。キャビティの厚さは理想ピボット点５２に近接する位置で最小値となる
。実施例においては、キャビティの厚さは理想ピボット点５２に近接する位置で最小値と
なりそして理想ピボット点から離れる方向に二次関数にしたがって厚さが増加している。
キャビティはシースの部分５０が理想ピボット点で柄３８に接触するように理想ピボット
点５２に近接する位置で終端するのが望ましい。そのかわりに、シースが、理想ピボット
点で内部部材４８に接触するようにすることもできる。衝突面が目的物に接触した後、圧
縮可能物質４６の一部は柄によって圧縮されてシースのピボット運動を許容する。シース
が理想ピボット点において柄に関してピボット運動することを許容するために、シースは
理想ピボット点でのみまたはその近傍でのみ柄と接触することが望ましく、それによって
手によって形成される拡張されたピボット運動が理想ピボット点における点状ピボット運
動に効率良く返還される。
ハンマーのような打撃用具は、使用の間に結果的に理想ピボット点について長手軸３９に
関するシースのピボット運動となるように、シースの外表面のいずれかの位置を把持する
ことができる。このように、打撃用具は使用の間理想ピボット点の上または下を完全に把
持することができ、シースは理想ピボット点上またはその近傍で柄またはその伸長部材の
長手軸に関してのピボット運動に適合している。打撃用具は、手の実際のピボット点と理
想ピボット点とが実質上一致するように、ピボットハンドルを把持するのが望ましい。
圧縮可能物質４６は、柄を通して伝わる振動を減衰するために機能し、そして柄と理想ピ
ボット点またはその近傍を除く柄の長さ全体におよぶ棒状部との間の接触を妨げる。圧縮
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可能物質は、打撃用具が振り上げられまたはスイングされる際に”揺れ”または旋回しな
いように適当に硬く保つべく柄に対してシースを固着保持せしめるものである。握り部材
および／または伸長部材は、振動損失体（lossy）（すなわち、もしも力がこれら部材に
加わった場合、これらは力が除去された後にそれらの平衡点に復帰する能力を有する物体
）であることが望ましい。握り部材および／または伸長部材のこのような性質は、目的物
が打撃され、ピボット運動が生じ、そしてこのピボット運動の間力がこれら部材に加わっ
た後、シースの振動性運動を妨げることができる。
シースが柄に関してピボット運動をする度合いは、圧縮可能物質の圧縮性によって、およ
び／またはシースと柄との間に配設される圧縮可能物質の量または厚さによって、限定さ
れる。また、圧縮可能物質は目的物に対して衝突面が衝突している際またはその後に手の
回転運動を好ましく減衰せしめる。
シースは、衝突面が目的物に接触する前に、長手軸３９と平行、好ましくは一致するよう
な軸３７（図３参照）に沿って配設される。シースが柄に関してピボット運動する際、軸
３７と長手軸３９の間に角度が形成される。この角度は理想ピボット点を頂点とし、そし
て打撃すべき目的物に向かう方向に開いている。ピボット運動によって形成される角度は
、圧縮可能物質によって好ましくは10度以下、より好ましくは５度以下、さらに好ましく
は１度から３度の間に制限される（図3Ａ参照）。この角度は１度以下であってもよい。
シースは、実質的な力（例えば、目的とする対象物に対する衝突によって派生する力）が
打撃用具に加わらない限り、柄に関してピボット運動を生じないことが好ましい。
理想ピボット点に置かれた手によって衝突せしめられる間に柄の上発生する反作用力は、
打撃用具（例えば、ハンマー）について図５に図示されている。衝突の際、従来のハンマ
ーの柄の剛性は図５の力の方向への手の継続的回転を妨げる。柄は非可撓性であることが
多いので、手の回転は衝突の瞬間に突然停止せしめられる。衝突後すぐに、ハンマーは、
それまで手が運動していた方向と反対側に回転（すなわち、リバウンド）せしめられる。
手に対して極めて大きなショックが衝突の際およびその後直ぐに生ずる。ピボットハンド
ルは、衝突の瞬間に目的とする対象物の方向に継続する手の回転を許容し、前述のような
ショックを低減することができる。衝突の際に回転を継続しようとする傾向のある手は、
ピボットハンドルではない、剛性ハンドルの場合よりも圧縮可能物質の機能により低減さ
れたショックを受けることになる。ピボットハンドルは、柄の理想ピボット点で手を確実
に接触せしめることになり、圧縮可能物質４６を介して柄の他部分に対する手の”緩い（
loose）”接触のみを可能にする。
衝突の間、ハンマーは手に対して及ぼす反作用力は小さい方がよい。圧縮可能な物質は手
の回転を徐々に停止するように機能し、したがって衝突時に手に及ぶ反作用力を低減する
。この手法によれば、使用者の手首および／または肘に感じるストレスや疲労をも低減す
ることができる。このことは、使用の間ハンマーの柄を比較的緩く握ることを許容する。
また圧縮可能物質は、衝突後に使用者が受けるハンマーの反回転運動を妨げ最小とするこ
とができる。ハンマーのピボット運動は衝突時間を短縮すると共に最大衝撃力を増大せし
めた”ハンマー力”を発生させる。このように柄の上の手に生ずる反作用力の度合いを低
減することによって、衝突面と打撃すべき目的物との間の接触時間を伸長することができ
る。
ピボットハンドルが柄３８上に配設された実施例が図６に図示されている。ピボットハン
ドルは、柄の上方部分よりも太さが減ぜられた柄の下方部分６０を包囲している。この下
方部分６０は方形断面に図示されてはいるが、円形、十字状、楕円その他多くの断面形状
となし得ることは理解されるべきである。シース４２と下方部分６０との間に形成される
キャビティ６４は、理想ピボット点５２に近接する点で最小厚さに形成されている。シー
ス４４は、理想ピボット点に近接して突起部６２を備えており、シースが理想ピボット点
に関してピボット運動するように、下方部分６０と確実に接触している。図６には示され
ていないが、圧縮可能物質は、シースが衝突面と直交する面において矢印６８で示す方向
に”前後に”ピボット運動することを許容する。ピボットハンドルは、ハンドルの上部お
よび下部部材をねじ止め等により固着するための複数の開口６６を備えている。
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また、シースは打撃の間衝突面と平行な面におけるピボット運動にも適している。柄に関
して”前後”および”側方”のいずれにもピボット運動するシースの可能性は、単一面に
おいてのみ柄に関してピボット運動するように形成された実施例と比較して、横方向振動
を大幅に低減する傾向がある。単一のピボット点は、ピボット点５２における慣性モーメ
ントがこれら方向において略等しいため、方向６８および方向６９の両方向の振動および
ショックを低減することができる。したがって、理想ピボット点は、それぞれの方向とも
ほとんど同じ位置となる。方向６９におけるピボット運動は、この方向におけるショック
が比較的小さなものであることから、大きなアドレスの振動となる。図７に示した実施例
において、ピボットハンドル４２は、第１の部分７０と第２の部分７２とを含む。これら
の両部分は、柄３８の下方部分の側面に配設され、コネクタによって固定される。キャビ
ティ６４は、シースが柄の長手軸に対して直交する二次元面において確実にピボット運動
するように柄を包囲する。柄に沿って与えられる位置では、シースと柄の前方部７６との
間の間隙は、シースと柄の側方部７４との間の間隙よりも大きくなる。第２の部分７２は
その長さ方向に沿って配設された内部部材４８を有する。この内部部材は、図７に示すよ
うにシース延長部の内面の突起部６２を通す開放部を有する。第１および第２の部分は、
理想ピボット点に近接する部位において、シースと柄の側方部分７４の間で強固に接触せ
しめるための盛り上がり部７８を共に備えている。エンドキャップは比較的小さくするこ
とができる。ハンマーにおいては、エンドキャップは打ち込まれた釘を引き抜く際の助け
となるように比較的大きくなる。
実施例において、柄を包囲するシースは、柄との間に環状キャビティが形成される。ピボ
ットハンドルは、間に圧縮可能物質が配設された一対の同心管から構成される。大きな幅
（例えば、直径）の管はシース４４となり、内側管は内部部材４８として機能する。シー
スの幅は、柄の理想ピボット点に最も接近しそして理想ピボット点から離れる方向に（好
ましくは滑らかに）広がるようにハンドルの長さに応じて変化せしめられる。衝突時に手
に伝わる反作用力は、理想ピボット点からの距離にしたがって増加する傾向があり、そし
てシースの厚さは、使用している際に柄から使用者に伝わる典型的反作用力の関数として
変化させるのが好ましい。シースは、柄の長手軸に対して直交する二次元平面内において
ピボット運動ができるように、柄に関して放射状のピボット運動が可能であることが望ま
しい。
一般的に、理想ピボット点はピボットハンドルの中間（図４参照）に位置し、ハンドルは
、シースが柄と接触する理想ピボット点において把持される傾向がある。これに対して、
質量特性が変更されていない通常のハンマーにピボットハンドルを追加することも好まし
い。非対称ピボットハンドル（すなわち、ピボットハンドルの長さに沿った中間点が理想
ピボット点と一致しないもの）を理想ピボット点において手とシースとを接触させるため
にハンマーに固着することができる。
本発明の実施例において、ピボットハンドル４２は、握り領域２１上の柄の上に存在する
理想ピボット点を有するハンマーに取り付けることができる。図９は、非対称ピボットハ
ンマーを図示するもので、ハンドルの下端は、ハンドルの上端よりも理想ピボット点に近
接している。使用の際、シースのいずれかの外側部分が把持され、そして柄は理想ピボッ
ト点でのみ接続されこの部分を手で保持する。シースは、ハンマーの柄の端部に近接する
理想ピボット点において握ることができ、したがって選択されたモーメント長さが実際の
ピボット点と衝突面との間に形成される。シースが理想ピボット点よりも下方で把持する
ことができるが、ピボットハンドルでは理想ピボット点での柄に関するピボット運動がシ
ース上で行なわれることになる。この手法において、使用者によって体感される振動は低
減されそして用具によって発生せしめられる最大衝撃力は増大せしめられる。ピボットハ
ンドルは、シースが把持されているにもかかわらず理想ピボット点においてピボット運動
が生ずるようにするためにシースと柄との間は強固な接触を行うことが望ましい。
打ち込まれた釘は、ハンマーのくぎ抜き部のつめの間に釘を位置付けそしてハンマーの柄
尻に急激な衝撃力を適用することによってで引っ張ることにより引き抜くことができる。
もしも、ピボットハンドルが柄尻よりも伸びている場合は、圧縮可能物質の存在により上



(13) JP 4041167 B2 2008.1.30

10

20

30

40

50

述の釘引き抜き技術の効果を低減するかもしれない。実施例において、ハンマーは実質上
固定の、非ピボット柄尻８０（図９参照）を有するように構成することができる。ピボッ
トハンドルは、柄端部（柄尻）よりも短い部分で終端している。この固体柄尻は、釘の引
き抜きを行うために、衝撃力を加え得る。
本発明の実施例において、ピボットハンドルはその上端に近い部分に弾性体または可撓性
物質８２を配設することができる。この物質８２は、ゴム、プラスチック、またはその他
の類似物質とすることができる。この物質８２は、ピボットハンドルの上端部とこれに近
接する柄の部分との間をカバーするものが望ましい。この物質８２は、打撃を行う際のシ
ースのピボット運動に応じて、シースの上端と柄との間で発生が危惧される”挟み込み”
から使用者を保護するために望ましい。物質８２は、ピボットハンドルおよび柄尻の全体
を包囲することができそしてピボットハンドルの上端を越えて柄の一部を僅かに包囲する
ように構成することができる。
図１０に示した実施例において、図示されたハンマーは、理想ピボット点がハンマーの柄
尻またはその近辺に位置するように質量配分がなされた例を示す。ピボットハンドルは、
図Ｄに示すように柄の上に配位される。圧縮可能物質を含むキャビティが、柄の長さに沿
いハンマーの端部に向かって減少する厚さを有する場合に好適である。キャビティは、シ
ースが、理想ピボット点において柄または内部部材４８に接触するように、端部付近で終
端している。このハンマーは、使用に際してシースの何処でも把持することができ、そし
てシースは理想ピボット点において柄に関し好ましいピボット運動が行なわれる。ハンマ
ーが、使用に際して理想ピボット点の上のシース位置に保持されるものではあるが、用具
の衝撃特性は長いハンドルを有するハンマーのそれと等価であるものと信じられている。
”有効”モーメント長さは、少なくとも１０％、おそらくはそれよりも大きな量増大する
ものと予想される。一般的に、比較的小さいハンマー用具（例えば、柄の長さが約１４イ
ンチ以下）では、理想ピボット点は通常の位置よりも約３～４インチ以上低い位置にある
。得られる衝撃力は、モーメント長さの増加分の平方根に比例する量だけ増加する傾向が
ある。このように、かかる構成のハンマーは、同じ重量および長さの通常のハンマーに比
してより大きな衝撃力を発生することができる。
ハンマー用具が本発明の実施例を示すものとして例示されてはいるが、かかる実施例は、
また、同じく限定されないクロッケー槌、ラケットボール用ラケット、バドミントンラケ
ット、テニすラケット、ゴルフクラブ、野球用バット、ソフトボール用バット、クリケッ
ト用バット、ホッケースティック、かけや、鍛冶屋ハンマー、斧、ハチェット等をも含む
打撃用具にも適用可能であることは理解されるべきである。
本発明に従って、構成されたピボットハンドル９１を有するラケット９０の実施例が図１
１に図示されている。このラケットは、衝突面９２および衝突面の中心に配されたスイー
トスポット９４を有している。ピボットハンドルは好ましくはハンドルの長さに沿って配
置された複数対のバンパー９６を備えている。このように与えられたバンパー対は、ハン
ドル内に配設されたラケットフレーム部分９８の反対面に接触する。各バンパーの長さは
、凹部および凸部間に作用可能であるように好適に変化せしめられる。バンパーに対して
適用可能な選ばれた大きさの力が存在しない場合には、バンパーは最大長さまで伸長され
る。バンパーは、作用する力の大きさによって決定されるバンパーの引き込み距離となる
ように選択的に引き込み可能である。
各バンパーは、その端部に近接する力センサ１００を有する。力センサ１００は、ピエゾ
電気変換器、ストレインゲージまたは同様の当業者によりすでに知られている変換素子類
が使用可能である。それぞれの力センサは、好ましくはラケットの衝突面が目的物と接触
した瞬間にバンパーに対してフレーム部材によって受けている力を決定するために適して
いる。力センサは、処理装置１０２に対して電子的信号を送出するように適合している。
各バンパー対は、処理装置１０２からの電子的信号を受信して固定長さを維持するために
剛性または硬化させるように適合している。バンパー対を硬化させることにより好ましく
は、バンパー間のフレーム部材の一部を確実に固定する。
ラケットの衝突面が目的物に接触したとき、トルクはハンドル内のフレーム部材に加えら
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れる。ただ一つのバンパー対（例えば、目的物が衝突面の”スイートスポット”に接触し
た際バンパー対が理想ピボット点に際接近する）が接触前に剛性となることが望ましい。
大きさを変化させた力は、衝突のわずか後に力センサのそれぞれに力が加わる。それぞれ
のセンサはセンサによって検出された力の大きさの関数として変化する電子的信号を処理
装置に送信する。処理装置は、衝突の際にかかる力が最も小さい量となるバンパーの組が
配置されていることにより理想ピボット点に最も近いバンパーの組を決定するために各受
信信号の比較を行うことが望ましい。これに替えて、処理装置は理想ピボット点の位置を
決定するためにバンパーに沿って生ずる力の”信号変化”から決定することもできる。処
理装置は、バンパーの組を理想ピボット点に近接させるように電子的信号を送出し、それ
によって硬化したバンパー対の間にロッドの”挟み込み”が生ずる部分の動きを禁止する
。硬化されたバンパーは、衝突後フレーム部材に関してピボット運動させるピボット点を
生成することが望ましい。フレーム部材がピボット運動を生ずるハンドルに沿った位置を
変化させることによって、”スイートスポット”は目的物が衝突面に接触した衝突面の部
位を効果的に限定するすることができる。
図１１は、目的物が衝突面に接触する以前のバンパーの位置を図示するものである。もし
も目的物がスイートスポットに近い部位で衝突面に接触したとすると、バンパー対１０４
は、理想ピボット点におけるハンドルの現実のピボット点として限定し硬化させる。図１
２は、目的物がスイートスポットを超えて部位１０６において目的物がラケットの衝突面
に接触した後のバンパーの位置を図示したものである。目的物が衝突した僅か後に、力セ
ンサはフレーム部材によって各バンパー上で受ける力が決定され、そして”変移された”
理想ピボット点５３の概略の部位が決定される。処理装置は、ピボットハンドルが”変移
された”ピボット点によってピボット運動を行うために、バンパーに対して信号を送出し
て”変移された”ピボット点に近接せしめる。この手法において、ラケットの”スイート
スポット”は目的物がラケットに接触する位置またはその近辺に効果的に再決定される。
このような方法によるスイートスポットの再配置は、目的物に対して与えられるべき衝撃
力を増大させ、そしてハンドルを通して使用者が感ずる振動を低減する。同様の”適応型
”ハンドルは、その他各種の打撃用具に適用可能である。電子的信号は衝突面における衝
突の特性時間よりも実質上短い時間内に処理装置に伝送されそして処理装置から送出され
る。
図１３に示す本発明の実施例において、打撃用具は伸長部材１２４および該伸長部材に結
合された把持部材１２８を備えている。伸長部材は、頭部１２１から伸長しそして上方部
分１２２および下方部分１２６から構成される。下方部分は、上方部分よりも狭い幅を有
している。把持部材は、伸長部材上の理想ピボット点５２に近い位置で下方部分と接続さ
れている。把持部材は、下方部分を包囲していることが望ましく、また図１３に示したよ
うな伸長部材の反対側に配設された２つの部分を含んでいる。把持部材は、伸長部材の下
部部分との間でキャビティ１３０を構成するような形状に形成された端部１２８を備えて
いることが望ましい。
把持部材１２０は、理想ピボット点に近接する単一個所または比較的小さな領域で伸長部
材と接続されていることが好ましい。把持部材１２０は、使用者が把持部材１２０を通し
て感ずるショックまたは振動を低減するために理想ピボット点に近い部位において伸長部
材を手でしっかりと把持することができるように構成されている。実施例において、伸長
部材は把持部材１２０に関してピボット状態ではないが、しかしながら把持部材は、使用
者と伸長部材において振動およびショックならびに振動力が存在する位置（例えば、キャ
ビティ１３０に近い位置）における間接的接触量を低減している。他の実施例において、
伸長部材は、把持部材が伸長部材に接続される点に関してピボット運動に適合している。
キャビティ１３０は圧縮可能物質を内包することができる。
図１４に図示した実施例において、ピボットハンドル４２はピン１４０または類似の手段
を含む開口を有する。このピンは、柄にピボットハンドルを接続するために、好ましくは
シース４４と柄の下方部分とを通過している。このピンは、柄を理想ピボット点上または
それに近い点を通っており、そしてシースはこのピンに関してピボット運動が可能となっ
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ている。このピンは、使用者が理想ピボット点に関してシースを把持する可能性を妨げな
いために、シースの外表面と同一面または若干凹んでいる。
図１５に示す実施例において、用具は伸長部材１２４および該伸長部材に接続された把持
部分１２０を含んでいる。この伸長部材は、頭部１２１から伸長しそして上方部分１２２
および下方部分１２６から構成される。下方部分は、上方部分よりも狭い幅または厚さを
有している。把持部材は、下方部分１２６において３部分で伸長部材１２４と接続されて
いる。把持部材は理想ピボット点５２に近い位置で下方部分と接続されている。また、把
持部材は、図１５に示すように、下端部８０において下方部分と接続し、そして伸長部材
１４５の下方部分１２６と上方部分１２２との境界付近で把持部材の端部近くが接続して
いる。
少なくとも２つのキャビティ３０および１５０は、把持部材と下方部分との間に形成され
ることが望ましい。これらのキャビティは、把持部分が下方部分と接触する部位の間に広
がっている。把持部材と下方部分との間に形成されるこれらのキャビティは、伸長部材の
長さに沿って変化する厚さを有することが望ましい。各キャビティの厚さは、理想ピボッ
ト点５２に近い位置で最小となり、下方部分１２６と接触する両端部で最大となっている
。各キャビティは、圧縮可能物質を充填することができる。把持部材は、半硬質性材料で
形成することができる。打撃の際、把持部材は理想ピボット点に関して”有効ピボット”
を形成すべくキャビティの部分的な厚さ変化によるモーメント変化を受けて曲がる。使用
者の手に到達する可能性のあるショックおよび振動を伝える唯一の手段は、把持部材の部
分１５５および１６０の端部を介するものである。端部１５５および１６０と使用者の手
との間の平均間隔は、下方部分および使用者の手との間の最も近い間隔の平均値よりも数
倍大きい（典型的ハンマーの場合）から、感じられるショックおよび振動は小さくなる。
さらに、力は一般的に端部１５５および１６０を介して使用者に伝わる。したがって、使
用者の感ずるショックおよび振動はさらに低減される。また、変形された実施例は、より
実際的な形態で略同一の機能ならびに実際のピボット構造の特徴を得ることができる。
他の実施例において、伸長部材の下方部分が端部８０および１４５で接触する把持部材の
領域１６０および１５５は、それぞれ圧縮可能物質で形成することができる。これにより
、さらに理想ピボット点５２で”有効ピボット”となることを許容する。
図１６に示した実施例において、ハンマーのような打撃用具の質量特性は、理想ピボット
点５２がハンマー８０の柄尻に近い位置となる。ここに、把持部材１２０は、下方部分１
２６と２つの位置８０および１４５で接続される。これら２つの位置８０および１４５は
、それぞれハンマーの柄尻および伸長部材１４５の下方部分１２６と上方部分１２２との
境界に近い把持部材の端部に対応する。キャビティ１３０は、把持部材と下方部分との間
において把持領域１５５および１６０の端部間に形成される。把持部材と下方部分との間
に形成されるキャビティは、柄の長さにしたがって変化する厚さを有することが好ましい
。このキャビティの厚さは、好ましくは、理想ピボット点５２において最小となり、そし
て端部１４５に近い位置で最大となる。このキャビティには圧縮可能物質を充填すること
ができる。把持部材は、半硬質性材料で形成することができる。打撃の際、把持部材は理
想ピボット点に関して”有効ピボット”を形成すべくキャビティの部分的な厚さ変化によ
るモーメント変化を受けて曲がる。
実施例において、伸長部材１４５の下方部分と接触する把持部材１５５の領域は、圧縮可
能物質から形成することができる。これはさらに、理想ピボット点に関して”有効ピボッ
ト”の形成を可能にする。
他の実施例において、使用者が把持する部材は、幾つかの手法により打撃部材の伸長部材
（例えば、柄）に対してルーズ結合を行うことができる。図２１に示す実施例では、把持
部材の大部分が伸長部材に対してルーズ結合されている。この実施例において打撃用具は
、その理想ピボット点に関してピボット動作をする傾向にあるが、しかしながらピボット
動作の量はここに開示されている他の実施例に比して全般的に少ない。すなわち、この用
具では効果が少ない。図２１に示した実施例では、実質的に硬質の外部表面部材２２２を
含み、この部材２２２と伸長部材との間は、圧縮可能物質（例えば、スポンジ）が介在せ
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しめられている。
手は、通常の打撃用具で打撃を行う間付随意に曲がる傾向がある。手は不随意で曲がらな
い方が望ましいが、本発明にかかる実施例を使用する際、通常の打撃用具を使用する場合
よりも曲がりは十分少なくなる。このように打撃用具は、打撃時に用具が手から飛び出す
ように使用者が感じることはは少なくなる傾向にあり、手は用具をより確実に保持するた
め補償を必要としない。このことについて生理学的理由は確実には理解できないが、結果
的に使用者は使用中により楽な使用感を得さらに疲労感を大幅に減ずる傾向がある。
理想ピボット点は把持部材の把持領域内に存在すると好適であると信じられている。しか
しながら、把持領域は通常は伸長部材の端部にはなく、もしも使用者がその端部のみを把
持する場合は、伸長部材上の握りを保持することは困難となる。しかしながら、最大打撃
効果（すなわち、使用者からのエネルギー入力が最大出力となる条件）は、使用者が、打
撃面からの距離が最も大きい端部を握った際に発生する。より大きなてこの作用（すなわ
ち、より大きなモーメント力）は、使用者が伸長部材の端部またはその近くを握った際に
衝突面に発生せしめることができる。したがって、プロ（職業）の使用者は、てこの作用
を最大限利用しかつ迅速な釘打ちを可能にするために、柄の最端部またはその近くを握る
傾向がある（このような握りは図１に部分的に示すところであり、手で理想ピボット点よ
りも離れた柄の最端部近くを握っている）。プロの野球選手は、打撃に際してバットの最
下端部よりを把持する傾向がある。プロ以外の野球選手は、付加的制御を必要とする関係
からバット端部よりも上方を握る傾向がある。
プロの使用者は、手が理想ピボット点に近くない部位にあり、そして彼らの手が拡張され
たピボット点となることから、より疲労を感じやすくまたテニスエルボに罹り易いものと
信じられている。しかしながら、プロの野球選手ではこのような問題はない。野球のバッ
トはバット上の（ハンマーのように）特定の点で打撃するように設計されてはいないから
、バットの最端部を握った場合にはスイートスポットも下方に移動する。プロの野球選手
の利点は、スイートスポットの移動間隔が手の移動間隔よりも十分に小さく、したがって
野球選手は握り位置をバット端部のノブ方向に移動した際に野球バットの長さを大きくし
た効果が得られている。
平均的使用者は、打撃用具の使用によってモーメントの転移量を上昇させている。スイン
グ動作を伴うが伸長部材の最端部において通常のピボット運動を行わない打撃用具は改良
可能であると信じられている。打撃用具の改良は、モーメント長さの増大に略比例する。
１つの実施例において、使用する感にピボットとなる把持部材は、使用者が使用する間に
理想ピボット点の領域またはその近くとなるようにすることができる利点を有する。これ
は、使用者がハンマーをどの位置で把持するかにかかわらず同じ領域またはその近くとす
ることができ、この同じ領域が理想ピボット点の領域またはその近傍となる。さらに、理
想ピボット点は打撃用具の質量分布、物理的特性等を調節することによって変えることが
ッできる。このように、理想ピボット点を打撃用具のどの部分に配するかを選択すること
が可能である。
理想ピボット点は、打撃面に転移せしめられるモーメント量を改善および／または最適化
することができる部位に位置付けられる。ある実施例において、理想ピボット点は用具の
伸長部材の端部またはその近くに位置付けられ、それによって与えられた質量および伸長
部材の長さが最長化されおよび／または最大化される。このような用具は、打撃される目
的物に対して転移せしめられるより大きなモーメントを与える能力があり、用具に対して
使用者が与える力の利用効果が、同じ質量（しかし、質量配分はなされていない）および
長さの用具よりも良好となる。換言すれば、理想ピボット点を伸長部材の末端または柄尻
に近接せしめることは、伸長部材の有効長さを増大せしめる効果がある。したがって、用
具の打撃力は向上し、同じような打撃量が利用できる。
実施例によれば、理想ピボット点がハンマーの伸長部材の末端付近に形成されたハンマー
は、同じ質量で異なる寸法を有し、ピボット運動をしないハンマーと比較することができ
る。両者が等しい運動量でスイングされた場合、打撃する以前は両ハンマーとも同じ運動
エネルギーとなる。打撃が弾性的（同様の分析は非弾性体目的物に関しても行なわれる）
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で、打撃の瞬間およびその直後はピボットハンマーの把持部材はピボット運動をする。モ
ーメント転移（すなわちてこ作用）は、モーメント腕の質量および長さの関数となり、理
想ピボット点が伸長部材のタン部に近い位置に移動せしめられたハンマーは、より長い有
効モーメント腕を持つことになる。このハンマーは、使用者によるハンマー操作のエネル
ギーが有効に利用され、打撃面に対するより多くのモーメント転移が可能となる。
ここに開示した実施例において、打撃用具はある点に関してピボット運動が生ずる旨記述
されている。同じコンセプトが、両手持ちの打撃用具、例えば、斧、ゴルフクラブ、野球
用バット、等にも適用可能であることは理解されるべきである。かかる打撃用具は両手で
把持されるものであるが、使用する間ただ一つのピボット点が存在する。
打撃中心、旋回半径、および理想ピボット点のような用語は、一般に理論的説明に使用さ
れ、そして剛体に使用される。現実に幾つかの目的物は完全剛体である。例えば、ゴルフ
クラブのシャフトはスイングおよび打撃の間曲がる。釘抜きハンマーの柄およびくぎ抜き
部であっても打撃中は変形する。大部分の実施例は、厳格に理論的センスで、、また剛体
として図示されている。理論的センスにおいては、剛体は振動しない。全ての打撃用具は
十分堅固であるため、剛体として計算および取り扱い式でも略正確である。
図３を参照して、把持部材と用具の柄との間には幾つかのピボット点がある。ピボットの
量は、把持部材／柄の組み合わせの剛性および衝撃の大きさに対応する。全体の用具は、
１つの剛体または２つの剛体としてモデル化することができる。極めて広いピボットおよ
び／または非常に大きな衝撃がある場合、把持部材および用具の残余の部分は強固の結合
されない。その結果、質量中心、旋回の半径、打撃中心、および理想ピボット点は、把持
部材とは関係無く基本的に計算することができる。ピボットが非常に硬くそして衝撃が小
さい場合、用具全体は合理的に剛体として認めることができる。この近似は、用具が非ピ
ボット形打撃用具と同様に機能し、これらは同様の作用を発揮する。
理想ピボット点の計算は、上述した２つのケースの間で行なわれる。把持部材の質量が用
具のそれと比較して小さい場合、理想ピボット点はピボットの剛性や打撃の大きさにかか
わらず固定であると仮定される。
打撃用具における理想ピボット点を経験的にあるいは概略的に決定する簡易な方法がある
。ハンマーの場合、ハンマーの柄を親指と他の４本の指で把持することができ、ハンマー
の頭部を持ち上げ、例えば鉄床あるいはコンクリート床等の固い面にハンマー頭部が数イ
ンチ落とされる。打撃の間、親指および４本の指はショックおよび振動を感じる。この動
作が数回繰り返されると、親指および４本の指は棒状部（シャフト）の上下にわたって移
動する。極めて貧弱に設計された用具を除いて、棒状部のある点においてショックおよび
振動が最小化される。この点が理想ピボット点である。
理想ピボット点を決定する方法は、例えば野球用バットの”スイートスポット”を決定す
る場合とは異なる。野球用バットにあっては、バットは単一点（例えば、最下端付近）で
把持することができ、簡単にピボット運動させるために振り子のように吊り下げる。この
ように、バットは簡単にかつ反復的に軸（縦軸）に沿って、すなわちバットの上下にわた
って同じパルス量で運動させる。より強い衝撃量（すなわち、大きな振幅のスイング）を
あたえることによって、作用力がバット上の点に生ずる。これはバットの”スイートスポ
ット”または打撃中心である。もしも、バットが単一点で把持され、および目的物、すな
わちボールはスイートスポットで打撃すると、ボールに加わる最適の衝撃力のみでなく、
ピボット点におけるショックおよび振動を最小化させる。
スイートスポットおよび理想ピボット点は、それぞれただ一つの点で、そして打撃用具の
単一点でのピボット点（枢軸点）および単一点での目的物の打撃点に対応する。しかし、
これは現実の用具の場合ではない。例えば、１６オンスのくぎ抜きハンマーは、直径が通
常約１インチの打撃面を有している。釘はこの打撃面のいずれかの点でのみ打ち込まれる
。さらに、もしもハンマーが平坦な目的物、例えば板を叩く場合には、打撃力は打撃面全
体に及ぶ。また、ハンマーの理想ピボット点は、現実には、打撃面よりも僅かに小さいか
または同一の幅を持ったやや広いスポットである。この理想ピボット点は打撃用具の伸長
部材の長さとして感じられるよりも一般に短い。一般に、用具の長さは長められるので、
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ピボット位置の位置の重要性は減ぜられる。このことは例えば、ゴルフクラブでも異なる
使用者に対して異なる長さに切断されるためより効果的である。これはまた、本発明の実
施例において、ゴルフクラブがシャフトの末端にピボットがあり、そしてこのゴルフクラ
ブがクラブヘッドを最小に変更することも含まれる。
把持部材と伸長部材との間のキャビティが特性を向上させるために環状で無くともよいこ
とは認識されるべきである。打撃用具の運動が基本的に単一平面であるため、特性をより
向上させるために重要であるキャビティの部分は、運動面、すなわち伸長部座員尾頂部（
トップ）から下端（ボトム）までである。伸長部材の側面のキャビティは、特性の向上に
は寄与する度合いは比較的小さい。打撃用具における把持部材の耐久性を向上せしめるた
めに、伸長部材に対して頂部から下端までの４個のキャビティのみ付加かすることができ
る。
図１７に示した打撃用具のように、打撃用具２００は衝突面２０２、伸長部材２０４、把
持部材２０６、理想ピボット点２０８、およびキャビティ２１０，２１２，２１４，２１
６を含んでいる。打撃用具２００は、ハンマーまたはリクリエーション用具として理解さ
れるべきである。打撃面２０２の形状は、打撃用具２００の用具のタイプに応じて変更さ
れるものである。例えば、もしも打撃用具２００がハンマーである場合、衝突面２０２は
ハンマー頭部の形状で位置２０１は打撃面そして位置２０３はくぎ抜き”Ｃｌａｗ”とな
る。
ハンマーのような打撃用具におけるショックは使用者にダメージを与える。振動、すなわ
ち打撃用具の打撃後振動は、かなり迷惑なものではあるが、通常はダメージが少ない。こ
のように、打撃用具の実施例において、使用者が感じるショックを制限および低減するた
めにより重要なのは２つのキャビティ２１２および２１６であるから、上述の４つのきゃ
ビティのうち２つのみを含むように構成することができる（図１８参照）。打撃中または
その直後に、手および打撃用具は互いに反回転力を受ける（手は前の動作が継続している
のに打撃用具は反対方向にリバウンドし始めている）。したがって、小指および薬指は掌
の一部とともにショックの大部分を受けることになる。手のこのような部分は、図１８に
示したキャビティ２１２および２１６に近接（すなわち、その外側で）している。このよ
うに把持部材が可撓性物質を含む場合、打撃直後に可撓性物質がキャビティ２１２および
２１６の内側に入り込むため、把持部材およびこれらキャビティが、使用者によって感じ
られるショックの一部から使用者を隔ておよび／または吸収することになる。図１８に示
す実施例において、把持部材の比較的小さな部分にのみキャビティ２１２および２１６が
形成されている。把持部材の大部分はキャビティが除かれていて、これにより把持部材の
強度および耐久性が高められ、同時に把持部材と伸長部材との間の接着効果をも高めてい
る。
キャビティ２１２，２１４，２１６および２１８は、好ましくは空気、または把持部材の
材質よりも圧縮可能である物質が充填される。１つの実施例では、キャビティ内の物資は
ソフト発泡ゴムまたは閉鎖セル状物資で把持部材は硬質または強化ゴム、硬質または強化
プラスチック、ファイバーグラス、金属（例えば鉄）、アルミニウム、グラファイト、ポ
リカーボネート、または硬質ビニルとすることができる。
実施例において、伸長部材２０４（すなわちハンマーの柄）は、曲がっているかまたは曲
がり要素を含むことができる。図１９に示すように、伸長部材２０４はキャビティ２１２
および２１６のために曲がっている構造であり、そしてキャビティ２１２および２１６の
外側において把持部材の層厚さ２１８に保たれる。さらに、伸長部材／把時部材の組み合
わせた強度は、伸長部材の断面積が長方向に沿って実質上一定に保持され、好ましくはか
かる組み合わせの長さ方向に沿って比較的一定に保たれる。
図２０に示す実施例においては、単一のキャビティが使用されている。この実施例では、
および図１９の実施例では、理想ピボット点２０８は衝突面２０２から離れた位置に形成
されている（かかる変形は、諸元の変更、打撃用具における各種要素の形状および／また
は質量の変更によって達成される）。このように、ただ１つのキャビティ２２０は、伸長
部材２０４の上側に形成される。好適なキャビティは、打撃後リバウンドショックを使用



(19) JP 4041167 B2 2008.1.30

10

20

30

40

50

者から隔て、および／またはキャビティを取り囲むまたは接近する物資および／またはキ
ャビティ内の物質によって少なくとも部分的に吸収されるように配設されることが望まし
い。このように、位置２０１が衝突面、例えばハンマーである場合、伸長部材２０４の上
側はキャビティの位置である。
図２１を参照すると、打撃用具２００が実質上硬質の外表面２２２を有する実施例が図示
されている。外表面２２２と伸長部材２０４との間は、キャビティ２２４であり、ここに
は空気、これらの組み合わせ（例えば、空気室付き緩衝材）等の圧縮可能物質を適宜充填
することができる。このような構成において、”硬質”の外表面２２２は、キャビティ２
２４内の物質よりも圧縮可能性が低い外表面であることを意味する。この打撃用具２００
は、ただ１つのピボット点をも含んでいない。
図に示されたこの実施例の利点は、本発明の何らの特徴を示さない通常の構成から実質的
に異なっていないような典型的構成を有している（例えば、キャビティ）。
実施例において、キャビティは、リブおよび／または突出部を含んでいる。キャビティは
、物質の帯または小片によって結合されている。キャビティは物質の小片によって互いに
分離された空気セルとして形成されている。
実施例において、把持部材と伸長部材との密接および／または接着を強化するために、伸
長部材はリブおよび／または突出部とから構成される。
従来技術にかかる振動減衰装置が打撃用具の衝突端に近接して配設された場合、かかる用
具はショックおよび振動を低減することはできるが、使用の間に打撃用具から発生される
最大衝撃力をも同時に低減してしまう。このような振動減衰装置は、打撃用具、特にハン
マーに関して作動効率を大幅に低減してしまう。
従来技術にかかる振動減衰装置が打撃用具の柄尻近くに取り付けられたとき、この振動減
衰装置は、衝撃力伝達の大きな減少を伴うことなしに振動を減衰せしめる効果がある。し
かしながら、ショックは使用者により大きな疲労およびダメージを与えると信じられてい
る。このショックはこの減衰装置では大幅に低減することはできない。打撃領域から発生
するこのショックは、一般に伸長部材の部分を経て伝達され、柄尻で減衰されるよりも以
前に使用者の手に伝わるものである。
人間の手は、打撃用具をスイングする間、不随意に曲がり、または固く握ってしまう傾向
がある。使用者が用具を非常に固く握った際に、ショックおよび振動は強く認識される。
しかしながら、プロの使用者は、通常のハンマーの柄尻近くを握る（打ち込むべき面に伝
えられる衝撃力を最大化するために）傾向がある。このような柄尻部分におけるショック
および振動は最悪で、使用者は手の刺激を低減しようとして手、特に小指および薬指でよ
り強く握る傾向がある。しかしながら、このように強固に握ることは、疲労を増すと同時
に、肘に大きなショックを伝達し、その結果腕へのダメージが増えることになりまた”テ
ニスエルボ”が生起しやすい。要するに、従来のハンマーでは最大化された衝撃力がより
大きな振動および刺激を招来する。手に対する刺激を低減するために、使用者はハンマー
をより強く握ることになるが、この動作によりテニスエルボが起こり易くなる。
本発明の利点は容易に明らかとなる。打撃用具が、理想ピボット点の領域またはその近傍
で把持できるように設計することができる。打撃用具は、手の拡大されたピボット領域で
、極めて小さく広がったピボット領域をカバーするように設計することができる。把持部
材は、ピボット部として設計することができ、その結果かかるピボット部が好ましくは理
想ピボット点またはその近くで生起するようにされる。エネルギー吸収物資は、キャビテ
ィ内に充填することができる。これらの全ての特徴は、使用者が感じるショックおよび／
または振動を低減する。加えて、伸長部材の有効長さは、理想ピボット点を打撃用具の柄
尻の方に移動することによって増大することができ、打撃すべき目的物に加わるモーメン
トの総量が増大する（打撃用具の質量および長さが同じものと仮定し、かつ同じエネルギ
ーが使用者によって打撃用具に入力されたと仮定する）。この有効長さの増大は、打撃用
具の特性を上述のように最適化する特徴に加えて、打撃用具を伸長部材の末端付近で把持
しないにもかかわらず同様に増大されたモーメントが伝達される（しかし、手に対する刺
激や振動は増大させない）。このような増大されたモーメントは、打撃用具の使用におい
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本発明の他の実施例は、用具が理想ピボット点上またはその近くとなるようにピボット点
を設計することができ、用具を異なる使用者の使用時にも実質上維持されるように設計し
得ることである。その結果、好適な衝突面中心（好ましくは打撃中心）は、同じ位置に保
たれる。打撃用具は、異なる使用者が同じ伸長部材を把持部材上の異なる位置で把持する
ことができ、用具を理想ピボット点で把持することが強制されるように標準化できるもの
である。さらに、大きなおよび／またはより変化のある衝突面（例えば、野球用バット、
テニスラケット等）のために、比較的一定でそして用具の位置に配設された好適な衝突面
最大の衝撃力転移を達成する。このように好適な衝突面は、打撃用具上に塗料その他でマ
ークを付することができる。例えば、野球用バットではかかる情報は無く、バットを把持
する位置に応じてスイートスポットの位置が変動する。
このように、本発明の実施例の利点は、衝突面が合理的に限定されている（例えば、ハン
マーまたはピック）用具の場合、製造者は、衝突面が全ての使用者にとって打撃中心とな
るような打撃用具を製造することができる。異なる使用者は、伸長部材に沿った異なる位
置で打撃用具を把持するが、それにもかかわらず用具は選択された位置（理想ピボット点
上またはその近く）でピボット運動が行なわれる。
ここに開示された実施例は片手で使用される打撃用具（例えばハンマー）であるが、本発
明にかかる打撃用具は両手で把持して使用する用具（例えば、ゴルフクラブ、野球用バッ
ト等）にも適用可能である。
さらに、この開示にしたがって、いわゆる当業者にとっては本発明の各種の実施例の変形
または変更が可能であることは明らかであろう。したがって、この開示は、構成を開示す
るためのみ、および本発明を実施するための一般的手法を当業者に教示するためのみの目
的で構成されている。図示されかつ開示された本発明の構成は、目下好適な実施例である
ことは理解されるべきである。要素および物質は、図示されかつ開示された部品およびプ
ロセスと替えることができ、そして本発明のある特徴は独立に使用可能である上、当業者
は本発明の開示する利益を得られることは理解できよう。請求の範囲に記載された本発明
の精神および範囲から逸脱することなしに、ここに開示された要素類を変更することがで
きる。より特に、ここに図示および開示された実施例の多くは、ハンマーに関するもので
あるが、上述のリクリエーション用具のような打撃用具にも同様の実施例が適用可能であ
ることは理解されるべきである。
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